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均48.3歳)の初診後 1~2 年、 3 年および 5 年間の歯科的治療部位とその間の所見の変化を調査した。一





が示された(下顎切歯・犬歯の 1-2年、 3年、 5年間の変化率は、 0.64%、0.82%、1.10%)。同一
歯に治療痕を有する患者数をみると、 1:顎右第2大臼歯 (75%)が展ーも多く、下顎右中切前(3%)が巌
も少なかった。吉IJ検伊lの身元不明260例中、 189例の身元が判明しており、そのうちしントゲン像を含む歯
科的所見が実際に同定根拠となっていたのは死後変化の著しいl1~IJ (延、前歯音I~4例、小臼歯部6例、
大臼歯部6例)のみで、その全例に特定個人を捜し出す手がかりとなる他の資料(所持品など)が存在し
ていた。それらの個人識別・同定においては、臨床例と同傾向の治療による生前の変化とともに死後の脱
落・損壊が照合に影響していた。
以上の結果から、法医実務上の身元不明者の個人識別において、歯科的所貝は現状では著しく限られた
例についてのみ有効であり、比較的特異的な治療部位としては前歯、またレントゲン像の照合上は臼品群
は有用であることが示された。それをより有効に利用するためには、生前の歯科的所見のデータベース化
と生前・死後変化の影響をも考慮したスクリーニングシステムの確立が必要であることが示唆された。本
研究の成果は、身元不明者の個人識別・同定に閲する法医実務上有用な一知見を提供したものと許価され
る。よって着ー者は博上(医学)の学位を授与するに値するものと判定された。
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